
受益者の皆様へ

　毎々、格別のお引き立てにあずかり厚くお礼申し上

げます。

　さて「日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）」

は、上記の通り決算を行いました。

　ここに、第12作成期（第66期～第71期）の運用状

況をご報告申し上げます。

　今後とも一層のご愛顧を賜りますようお願い申し上

げます。

日本株アルファ・カルテット
（毎月分配型）

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／株式

設定日 2014年４月４日

信託期間 2014年４月４日～2024年３月４日（約10年）

運用方針 主として円建て外国投資信託証券への投資を通じて、わ
が国の株式への投資に加え、「高金利通貨戦略」と「株
式カバードコール戦略」および「通貨カバードコール戦
略」を組み合わせることで、インカムゲインとオプショ
ンプレミアムの確保、ならびに中長期的な信託財産の成
長を目指して運用を行います。なお、親投資信託である
マネー・マネジメント・マザーファンド受益証券へも投
資を行います。

主要運用対象 日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）
・ Japan Equity Premium Fund Class A受益証券を主要投

資対象とします。なお、マネー・マネジメント・マザー
ファンド受益証券へも投資を行います。

Japan Equity Premium Fund Class A
・ 日本の株式を主要投資対象とします。また、スワップ

取引を通じて、為替取引、株価指数オプション取引な
らびに通貨オプション取引を活用します。

マネー・マネジメント・マザーファンド
・ 本邦通貨建て公社債および短期金融商品等を主要投資

対象とします。

投資制限 ・ 投資信託証券、短期社債等およびコマーシャル・ペー
パー以外の有価証券への直接投資は行いません。

・投資信託証券への投資割合には、制限を設けません。
・外貨建資産への直接投資は行いません。
・ 同一銘柄の投資信託証券への投資割合には、制限を設

けません。

分配方針 毎月４日（休業日の場合は、翌営業日）の決算日に、分
配金額は経費控除後の利子・配当収益および売買益（評
価損益も含みます。）等の中から、基準価額水準、市況
動向等を勘案して、委託者が決定します。ただし、分配
対象額が少額の場合等には分配を行わないことがありま
す。
＊ 分配金自動再投資型の場合、分配金は税金を差し引い

た後自動的に無手数料で再投資されます。

第12作成期

決算日

第66期　2019年10月  ４  日

第67期　2019年11月  ５  日

第68期　2019年12月  ４  日

第69期　2020年  １  月  ６  日

第70期　2020年  ２  月  ４  日

第71期　2020年  ３  月  ４  日

運用報告書（全体版）

■口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ
　お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■運用報告書についてのお問い合わせ

　フリーダイヤル  0120-88-2976
　受付時間：午前9時～午後5時（土、日、祝・休日を除く）

〒105-6228 東京都港区愛宕2-5-1

https://www.smd-am.co.jp
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決　　算　　期
基　準　価　額

公 社 債
組入比率

投資信託証券
組  入  比  率

純 資 産
総　　額（分配落）

税　込
分配金

期　中
騰落率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
第42期（2017年10月４日） 4,466 100 4.7 0.0 96.5 217,808
第43期（2017年11月６日） 4,479 100 2.5 0.0 96.3 220,002
第44期（2017年12月４日） 4,391 100 0.3 0.0 96.3 223,549
第45期（2018年１月４日） 4,341 100 1.1 0.0 96.5 228,750
第46期（2018年２月５日） 4,351 100 2.5 0.0 95.9 238,920
第47期（2018年３月５日） 3,707 100 △12.5 0.0 96.3 210,404
第48期（2018年４月４日） 3,591 100 △ 0.4 0.0 96.3 207,757
第49期（2018年５月７日） 3,505 100 0.4 0.0 96.9 206,558
第50期（2018年６月４日） 3,175 100 △ 6.6 0.0 96.5 188,193
第51期（2018年７月４日） 2,958 100 △ 3.7 0.0 96.2 175,438
第52期（2018年８月６日） 3,069 100 7.1 0.0 96.5 183,801
第53期（2018年９月４日） 2,712 100 △ 8.4 0.0 96.3 164,608
第54期（2018年10月４日） 2,866 100 9.4 0.0 97.0 174,968
第55期（2018年11月５日） 2,654 60 △ 5.3 0.0 96.8 165,010
第56期（2018年12月４日） 2,587 60 △ 0.3 0.0 96.8 158,262
第57期（2019年１月４日） 2,208 60 △12.3 0.0 96.3 132,773
第58期（2019年２月４日） 2,323 60 7.9 0.0 96.7 140,995
第59期（2019年３月４日） 2,279 60 0.7 0.0 96.6 138,401
第60期（2019年４月４日） 2,231 60 0.5 0.0 96.7 135,946
第61期（2019年５月７日） 2,134 60 △ 1.7 0.0 96.3 130,795
第62期（2019年６月４日） 1,918 60 △ 7.3 0.0 96.4 117,639
第63期（2019年７月４日） 1,995 60 7.1 0.0 96.8 121,224
第64期（2019年８月５日） 1,885 40 △ 3.5 0.0 96.7 115,596
第65期（2019年９月４日） 1,709 40 △ 7.2 0.0 96.8 102,821
第66期（2019年10月４日） 1,754 40 5.0 0.0 97.0 103,892
第67期（2019年11月５日） 1,862 40 8.4 0.0 97.0 108,976
第68期（2019年12月４日） 1,793 40 △ 1.6 0.0 97.0 104,419
第69期（2020年１月６日） 1,845 40 5.1 0.0 97.0 105,713
第70期（2020年２月４日） 1,701 40 △ 5.6 0.0 96.7 97,416
第71期（2020年３月４日） 1,430 40 △13.6 0.0 96.1 80,430

＊当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

＊基準価額の騰落率は分配金込み

＊当ファンドは親投資信託を組み入れますので、公社債組入比率は実質組入比率を記載しています。

近30期の運用実績
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決算期 年　　月　　日
基　準　価　額 公 社 債

組入比率
投資信託証券
組  入  比  率騰落率

第66期

円 ％ ％ ％
（期　首）2019年９月４日 1,709 － 0.0 96.8

９月末　 1,817 6.3 0.0 97.4
（期　末）2019年10月４日 1,794 5.0 0.0 97.0

第67期
（期　首）2019年10月４日 1,754 － 0.0 97.0

10月末　 1,897 8.2 0.0 95.0
（期　末）2019年11月５日 1,902 8.4 0.0 97.0

第68期
（期　首）2019年11月５日 1,862 － 0.0 97.0

11月末　 1,823 △ 2.1 0.0 97.4
（期　末）2019年12月４日 1,833 △ 1.6 0.0 97.0

第69期
（期　首）2019年12月４日 1,793 － 0.0 97.0

12月末　 1,889 5.4 0.0 94.8
（期　末）2020年１月６日 1,885 5.1 0.0 97.0

第70期
（期　首）2020年１月６日 1,845 － 0.0 97.0

１月末　 1,727 △ 6.4 0.0 94.4
（期　末）2020年２月４日 1,741 △ 5.6 0.0 96.7

第71期
（期　首）2020年２月４日 1,701 － 0.0 96.7

２月末　 1,563 △ 8.1 0.0 96.7
（期　末）2020年３月４日 1,470 △13.6 0.0 96.1

＊騰落率は期首比です。

＊期末基準価額は分配金込み

＊当ファンドは親投資信託を組み入れますので、公社債組入比率は実質組入比率を記載しています。

当作成期中の基準価額等の推移
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運用経過

＊当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

＊分配金再投資基準価額は、作成期首の基準価額を基準に算出しております。

＊分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すもの

です。

＊分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、

各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。

第66期首： 1,709円

第71期末： 1,430円（作成対象期間における期中分配金合計額　240円）

騰落率　： △3.9％（分配金再投資ベース）

【基準価額の主な変動要因】
当ファンドは、Japan Equity Premium Fund Class Aへの投資を通じて、わが国の株式への投資に加え、

「高金利通貨戦略」と「株式カバードコール戦略」および「通貨カバードコール戦略」を行いました。

（上昇要因）

米中貿易協議で第一段階の合意に達したこと、FRB（米連邦準備制度理事会）が予防的な金融緩和政策を

採ったこと、割安になった株価バリュエーション（投資価値評価）が評価されたこと、半導体業界の見通し

が改善したこと、日本企業全般に資本効率や株主還元に対する意識が高まっていることなどから、株式市場

が堅調に推移したことが当ファンドの上昇要因となりました。

通貨カバードコール戦略がプラスに寄与したことも上昇要因となりました。

【基準価額等の推移】
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（下落要因）

新型肺炎の感染拡大が警戒されたこと、企業業績の見通しに不透明感が継続したこと、中東を中心に地政

学リスクが高まったこと、香港で反中国デモが続いたこと、国内で消費税増税が行われたことなどから、株

式市場が軟調に推移したことが当ファンドの下落要因となりました。

高金利通貨戦略と株式カバードコール戦略がマイナスに作用したことも下落要因となりました。

【投資環境】
作成期初、TOPIXは1,506.81ポイントで始まり、2019年

9月は米中貿易交渉の再開発表などを受け、上昇しまし

た。10月から12月にかけては、米中貿易交渉の進展など

により年初来高値を更新しました。2020年の新年入り後

は米国・イラン間の有事リスクで下落から始まったもの

の、米中貿易交渉の第一段階の合意などから反発し高値

水準となりました。しかし、中国で発生した新型肺炎の

感染拡大への懸念で、1月後半にかけ伸び悩みました。2

月前半に米国株式市場は高値更新となったものの、国内

株式市場は、国内においても新型肺炎の感染拡大が確認

され上値の重い展開となりました。2月後半には、新型肺

炎が欧州や韓国など世界各国に感染が拡大したことから

国内株式市場は大きく下落し、年初来安値を更新しまし

た。3月に入り、主要国の中央銀行が金融緩和姿勢を示し

ましたが国内株式市場の反発には繋がらず、作成期末の

TOPIXは1,502.50ポイントで終わりました。

当作成期のブラジルレアルは、対円で下落しました。

ブラジルでボルソナロ大統領の景気政策の柱である年金

改革法案が上院で可決されたことや、第一段階の合意を

巡る米中通商協議の進展への期待などを背景に、ブラジ

ルレアル高・円安に推移する場面もありましたが、ブラ

ジル 大規模の油田の開発権を巡る入札が期待はずれの

結果に終わったこと、ブラジル中央銀行の追加利下げ観

測、また、新型コロナウイルスによる肺炎感染が、アジ

アだけでなくイタリアを中心とした欧州地域にも拡大し、

経済に対する影響への懸念からリスク許容度が低下した

ことなどを背景に、ブラジルレアルは対円で下落しまし

た。

＊東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は、株式会社東京証券取引所

（㈱東京証券取引所）の知的財産であり、指数の算出、指数

値の公表、利用など同指数に関するすべての権利は、㈱東京

証券取引所が有しています。

ＴＯＰＩＸの推移

（出所：ＷＭロイター）

為替レート（ブラジルレアル／円）の推移



日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）

5

国内短期金融市場では、作成期初－0.16％近辺でスタートした国庫短期証券3ヵ月物の利回りは、2019年9

月末以降に年越え要因に絡む海外投資家の短期の国債への需要の高まり等を受けて－0.4％近辺まで低下し

た後マイナス幅を縮小し、－0.20％近辺で作成期末を迎えました。

【ポートフォリオ】
■日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）

主要投資対象であるJapan Equity Premium Fund Class Aを作成期を通じて高位に組み入れ、作成期末の

投資信託証券組入比率は96.1％としました。

■Japan Equity Premium Fund Class A

当ファンドの投資方針に従い、わが国の株式の中から、財務の安定性、収益の成長性など個々の企業のファ

ンダメンタルズ（基礎的条件）、配当利回りその他のバリュエーション等を考慮して、魅力的な銘柄を選定

して投資することにより、中長期的な信託財産の成長を目指し運用を行いました。作成期末のTOPIX対比の

業種別配分は、建設業や情報・通信業、卸売業、保険業などをオーバーウェイトとした一方、食料品や医薬

品、陸運業、小売業、サービス業などをアンダーウェイトとしています。

また、円売り／ブラジルレアル買いの為替取引による高金利通貨戦略、わが国の株価指数（原則として

TOPIXとします。）のコールオプションの売りを行う株式カバードコール戦略および円に対するブラジルレア

ルのコールオプションの売りを行う通貨カバードコール戦略を活用し、運用を行いました。

■マネー・マネジメント・マザーファンド

安全性と流動性を考慮し、短期の国債・政府保証債を中心とした運用を行いました。年限に関しては、残

存6ヵ月以内の短期の国債・政府保証債を中心とした運用を継続しました。

【ベンチマークとの差異】
当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありませ

ん。
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【分配金】
分配金は、分配可能額、基準価額水準等を勘案し、第66期～第71期の各期において40円とさせて頂きまし

た。（１万口当り税込み）

なお、留保益につきましては、運用の基本方針に基づき運用を行います。

■分配原資の内訳

 （１万口当り・税引前）

項目
第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

　2019年９月５日
～2019年10月４日

　2019年10月５日
～2019年11月５日

　2019年11月６日
～2019年12月４日

　2019年12月５日
～2020年１月６日

　2020年１月７日
～2020年２月４日

　2020年２月５日
～2020年３月４日

当期分配金 （円） 40 40 40 40 40 40
（対基準価額比率） （％） 2.23 2.10 2.18 2.12 2.30 2.72
当期の収益 （円） 40 40 40 40 40 40
当期の収益以外 （円） － － － － － －

翌期繰越分配対象額 （円） 804 809 812 817 821 826
※円未満を切り捨てしているため、「当期分配金」は「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計額と一致しない場合があります。

※当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

今後の運用方針

■日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）

引き続き、運用の基本方針に従い、主として円建て外国投資信託証券への投資を通じて、わが国の株式へ

の投資に加え、「高金利通貨戦略」と「株式カバードコール戦略」および「通貨カバードコール戦略」を組

み合わせることで、インカムゲインとオプションプレミアムの確保、ならびに中長期的な信託財産の成長を

目指して運用を行います。

■Japan Equity Premium Fund Class A

運用方針としては、引き続き、わが国の株式の中から、財務の安定性、収益の成長性など個々の企業のファ

ンダメンタルズ、配当利回りその他のバリュエーション等を考慮して、魅力的な銘柄を選定し、ポートフォ

リオを構築していきます。また、同一セクター内でも業績格差が拡大する傾向が続くと見ていることから、

業績見通しを精査し、堅調な業績が見込める企業への選別投資を進めていく方針です。こうした運用方針を

基に、中長期的な信託財産の成長を目指します。

今後のブラジルレアルの投資環境としては、新型コロナウイルスの感染者数の動向が注目されます。新規

感染者のピークアウトが確認できれば、市場は落ち着きを取り戻し、経済へのインパクトが軽微であると見

なされ、これらにより投資家のリスクセンチメントが改善すれば、反発への期待も高まると思われます。一

方、新型肺炎を巡る問題が長期化し、グローバル経済が減速し、原油需要が減少した場合は、資源国通貨で

あるブラジルレアルの下落圧力となるリスクの他、ブラジルの 大貿易国である中国への輸出が減少した場



日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）

7

１万口当りの費用明細

項　　目

第66期～第71期

項目の概要2019年９月５日～2020年３月４日

金額 比率

信託報酬 10円 0.559％ 信託報酬＝作成期中の平均基準価額×信託報酬率

　　　　　作成期中の平均基準価額は1,786円です。

(投信会社) ( 4) (0.218) ファンドの運用等の対価

(販売会社) ( 6) (0.327) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理等の対価

(受託会社) ( 0) (0.014) 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価

その他費用 0 0.001 その他費用＝作成期中のその他費用÷作成期中の平均受益権口数

(監査費用) ( 0) (0.001) 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

(その他) ( 0) (0.000) 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等

合計 10 0.561

＊「比率」欄は１万口当りのそれぞれの費用金額を作成期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

＊作成期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む。）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

　なお、その他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託受益証券が支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

＊各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券が支払った費用を含みません。

＊各項目ごとに円未満は四捨五入しています。

合は、投資家のリスク許容度が低下し、ブラジルレアルへの重石となるリスクにも留意が必要です。

高金利通貨戦略では、相対的に金利水準の高い通貨の為替取引を実質的に行います。また、株式カバード

コール戦略および通貨カバードコール戦略を行うことで、オプションプレミアムの確保を目指します。

■マネー・マネジメント・マザーファンド

日本銀行は2018年7月の金融政策決定会合において、現行の金融緩和政策を粘り強く続けていくため政策

金利のフォワードガイダンスを導入しました。したがって当分の間、市場利回りは低い水準での推移が見込

まれます。引き続き、安全性と流動性をもっとも重視したスタンスでの運用を継続し、短期の国債・政府保

証債を中心とした運用を行っていきます。日本銀行による金融緩和政策が続くため、短期金利の上昇リスク

は限定的と予想します。ファンドの平均残存年限については2～4ヵ月程度を目安に短めを基本とする方針で

す。
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１2

参考情報　総経費率（年率換算）

＊ 1 の各費用は、前掲「１万口当りの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、各比率は、年率換算し

た値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。「１万口当りの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合があります。

＊ 2 の投資先ファンド（当ファンドが組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く））の費用は、実際に投資

しているクラスの費用が入手できないため、入手可能なファンド全体のデータをもとに平均投資比率を勘案して、実

質的な費用を計算しています。

＊ 1 と 2 の費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。また、計上された期

間が異なる場合があります。

＊上記の前提条件で算出している参考値であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価

証券取引税を除く。）を作成期中の平均受益権口数に作成期中の平均基準価額（１口当り）を乗じた数

で除した総経費率（年率換算）は1.92％です。

1 2

1 当ファンドの費用の比率 1.13 ％

2
投資先ファンドの運用管理費用の比率 0.80 ％

投資先ファンドの運用管理費用以外の比率 0.00％
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■親投資信託残高

第　65　期　末 第　71　期　末

口　　　数 口　　　数 評　価　額
千口 千口 千円

マネー・マネジメント・マザーファンド 1,998 1,998 1,995

売買及び取引の状況 （2019年９月５日から2020年３月４日まで）

■投資信託受益証券

決　　　　　算　　　　　期 第　66　期　～　第　71　期

買　　付 売　　付

口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

外国
千口 千円 千口 千円

Japan Equity Premium Fund Class A 142,798,268 21,611,489 182,494,344 27,078,477 
＊金額は受渡し代金

■ファンド・オブ・ファンズが組み入れた邦貨建ファンドの明細

ファンド名
当　　　期　　　末

口　　　数 評　価　額 比　率

千口 千円 ％
Japan Equity Premium Fund Class A 637,205,108 77,292,979 96.1

合　　計 637,205,108 77,292,979 96.1
＊比率は、純資産総額に対する評価額の割合

組入資産の明細 2020年３月４日現在

利害関係人との取引状況等 （2019年９月５日から2020年３月４日まで）

　該当事項はございません。

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。
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　Ｂ　個別銘柄開示

　　国内（邦貨建）公社債

銘　　　柄
2020年３月４日現在

利　　率 額面金額 評 価 額 償還年月日
％ 千円 千円

（特殊債券（除く金融債券））
30 政保日本政策 0.1940 10,000 10,000 2020/03/18
107 政保道路機構 1.3000 5,000 5,016 2020/05/29
122 政保道路機構 0.9000 5,000 5,038 2020/11/30

合　　計 － 20,000 20,055 －

■公社債

　Ａ　債券種類別開示

　　国内（邦貨建）公社債

区　　　分

2020年３月４日現在

額面金額 評 価 額 組入比率
うちＢＢ格
以下組入比率

残 存 期 間 別 組 入 比 率

５年以上 ２年以上 ２年未満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％

特殊債券
（除く金融債券）

20,000 20,055 61.0 － － － 61.0
(20,000) (20,055) (61.0) (  －) (  －) (  －) (61.0)

合　　計
20,000 20,055 61.0 － － － 61.0
(20,000) (20,055) (61.0) (  －) (  －) (  －) (61.0)

＊（　）内は、非上場債で内書き

＊組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合

＜補足情報＞
マネー・マネジメント・マザーファンドにおける組入資産の明細
下記は、マネー・マネジメント・マザーファンド全体（32,921千口）の内容です。

投資信託財産の構成 2020年３月４日現在

項　　　　　　　　　目
第　71　期　末

評　　価　　額 比　　　　　率

千円 ％

投 資 信 託 受 益 証 券 77,292,979 92.6

マ ネ ー ・ マ ネ ジ メ ン ト ・ マ ザ ー フ ァ ン ド 1,995 0.0

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、  そ の 他 6,168,781 7.4

投 資 信 託 財 産 総 額 83,463,756 100.0
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損益の状況

自2019年９月５日
至2019年10月４日

自2019年10月５日
至2019年11月５日

自2019年11月６日
至2019年12月４日

自2019年12月５日
至2020年１月６日

自2020年１月７日
至2020年２月４日

自2020年２月５日
至2020年３月４日

項　　　　　　目 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

（A） 配 当 等 収 益 2,666,409,018円 2,644,651,591円 2,622,025,730円 2,594,393,365円 2,589,123,515円 2,553,021,288円
 受 取 配 当 金 2,666,620,250　 2,644,770,574　 2,622,182,202　 2,594,612,836　 2,589,315,859　 2,553,133,318　
 受 取 利 息 13,967　 603　 7,127　 1,104　 671　 5,310　
 支 払 利 息 △        225,199　 △        119,586　 △        163,599　 △        220,575　 △        193,015　 △        117,340　
（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 2,418,607,642　 6,028,853,226　 △  4,189,479,123　 2,766,026,376　 △  8,448,721,063　 △ 15,409,351,718　
 売 買 益 2,527,235,091　 6,118,289,373　 47,058,464　 2,870,732,000　 39,649,428　 163,120,481　
 売 買 損 △    108,627,449　 △     89,436,147　 △  4,236,537,587　 △    104,705,624　 △  8,488,370,491　 △ 15,572,472,199　
（C） 信 託 報 酬 等 △     97,829,809　 △    106,598,734　 △     95,611,144　 △    109,467,831　 △     92,614,067　 △     86,213,280　
（D） 当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 4,987,186,851　 8,566,906,083　 △  1,663,064,537　 5,250,951,910　 △  5,952,211,615　 △ 12,942,543,710　
（E） 前 期 繰 越 損 益 金 △138,170,399,099　 △132,089,393,776　 △122,942,833,569　 △122,882,281,310　 △117,691,427,203　 △121,802,475,717　
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 △352,785,888,742　 △350,532,170,232　 △351,132,428,656　 △347,271,374,631　 △349,459,538,452　 △345,020,547,580　
 （ 配 当 等 相 当 額 ）(   33,692,343,946) (   33,509,785,625) (   33,609,881,482) (   33,283,071,766) (   33,550,390,612) (   33,155,886,461)
 （ 売 買 損 益 相 当 額 ）(△386,478,232,688) (△384,041,955,857) (△384,742,310,138) (△380,554,446,397) (△383,009,929,064) (△378,176,434,041)
（G）    計    （Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △485,969,100,990　 △474,054,657,925　 △475,738,326,762　 △464,902,704,031　 △473,103,177,270　 △479,765,567,007　
（H） 収 益 分 配 金 △  2,368,920,164　 △  2,341,490,775　 △  2,329,949,962　 △  2,291,630,283　 △  2,291,245,053　 △  2,249,783,506　
 次 期 繰 越 損 益 金   （ Ｇ ＋ Ｈ ） △488,338,021,154　 △476,396,148,700　 △478,068,276,724　 △467,194,334,314　 △475,394,422,323　 △482,015,350,513　
 追 加 信 託 差 損 益 金 △352,785,888,742　 △350,532,170,232　 △351,132,428,656　 △347,271,374,631　 △349,459,538,452　 △345,020,547,580　
 （ 配 当 等 相 当 額 ）(   33,692,343,946) (   33,509,785,625) (   33,609,881,483) (   33,283,071,767) (   33,550,390,614) (   33,155,886,461)
 （ 売 買 損 益 相 当 額 ）(△386,478,232,688) (△384,041,955,857) (△384,742,310,139) (△380,554,446,398) (△383,009,929,066) (△378,176,434,041)
 分 配 準 備 積 立 金 13,937,850,405　 13,859,281,280　 13,742,006,923　 13,562,126,001　 13,520,975,631　 13,303,122,464　
 繰 越 損 益 金 △149,489,982,817　 △139,723,259,748　 △140,677,854,991　 △133,485,085,684　 △139,455,859,502　 △150,297,925,397　

＊有価証券売買損益には、期末の評価換えによるものを含みます。
＊信託報酬等には、消費税等相当額を含めて表示しております。
＊追加信託差損益金とは、追加信託金と元本の差額をいい、元本を下回る額は損失として、上回る額は利益として処理されます。

資産、負債、元本及び基準価額の状況

(2019年10月４日) (2019年11月５日) (2019年12月４日) (2020年１月６日) (2020年２月４日) (2020年３月４日)現在

項　　　　　　目 第66期末 第67期末 第68期末 第69期末 第70期末 第71期末

（A） 資 産 106,647,731,641円 111,735,233,747円 107,247,102,223円 108,545,980,262円 100,176,902,614円 83,463,756,673円

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 5,809,564,076　 5,988,231,839　 5,671,433,227　 5,872,058,490　 5,967,573,382　 5,955,980,593　

 投資信託受益証券（評価額） 100,727,845,652　 105,743,247,153　 101,275,557,049　 102,507,797,587　 94,207,333,829　 77,292,979,662　

 マネー・マネジメント・マザーファンド（評価額） 1,996,602　 1,995,802　 1,995,602　 1,995,403　 1,995,403　 1,995,602　

 未 収 入 金 108,325,311　 1,758,953　 298,116,345　 164,128,782　 －　 212,800,816　

（B） 負 債 2,755,711,702　 2,758,688,681　 2,827,888,379　 2,832,743,712　 2,760,061,457　 3,033,230,619　

 未 払 金 －　 51,920,483　 －　 189,073,476　 254,405,847　 －　

 未 払 収 益 分 配 金 2,368,920,164　 2,341,490,775　 2,329,949,962　 2,291,630,283　 2,291,245,053　 2,249,783,506　

 未 払 解 約 金 288,961,729　 258,466,605　 401,885,333　 241,921,875　 120,909,204　 696,138,240　

 未 払 信 託 報 酬 97,600,557　 106,368,878　 95,381,269　 109,230,792　 92,405,760　 86,004,973　

 そ の 他 未 払 費 用 229,252　 441,940　 671,815　 887,286　 1,095,593　 1,303,900　

（C） 純 資 産 総 額  （Ａ－Ｂ） 103,892,019,939　 108,976,545,066　 104,419,213,844　 105,713,236,550　 97,416,841,157　 80,430,526,054　

 元 本 592,230,041,093　 585,372,693,766　 582,487,490,568　 572,907,570,864　 572,811,263,480　 562,445,876,567　

 次 期 繰 越 損 益 金 △488,338,021,154　 △476,396,148,700　 △478,068,276,724　 △467,194,334,314　 △475,394,422,323　 △482,015,350,513　

（D） 受 益 権 総 口 数 592,230,041,093口 585,372,693,766口 582,487,490,568口 572,907,570,864口 572,811,263,480口 562,445,876,567口

 １万口当り基準価額  （Ｃ／Ｄ） 1,754円 1,862円 1,793円 1,845円 1,701円 1,430円

＊元本状況
　　　　期首元本額 601,596,941,987円 592,230,041,093円 585,372,693,766円 582,487,490,568円 572,907,570,864円 572,811,263,480円
　　　　期中追加設定元本額 7,905,329,327円 8,357,721,940円 10,780,649,474円 9,135,606,971円 10,615,834,032円 8,555,335,992円
　　　　期中一部解約元本額 17,272,230,221円 15,215,069,267円 13,665,852,672円 18,715,526,675円 10,712,141,416円 18,920,722,905円
＊元本の欠損 488,338,021,154円 476,396,148,700円 478,068,276,724円 467,194,334,314円 475,394,422,323円 482,015,350,513円
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決　　算　　期 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

（A） 配当等収益   （費用控除後） 2,615,108,249円 2,612,150,817円 2,526,415,298円 2,541,411,802円 2,496,510,365円 2,466,808,880円

（B） 有 価 証 券 売 買 等 損 益
0　 0　 0　 0　 0　 0　

 （費用控除後、繰越欠損金補填後）

（C） 収 益 調 整 金 33,692,343,946　 33,509,785,625　 33,609,881,483　 33,283,071,767　 33,550,390,614　 33,155,886,461　

（D） 分 配 準 備 積 立 金 13,691,662,320　 13,588,621,238　 13,545,541,587　 13,312,344,482　 13,315,710,319　 13,086,097,090　

分配可能額       （Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 49,999,114,515　 49,710,557,680　 49,681,838,368　 49,136,828,051　 49,362,611,298　 48,708,792,431　

（ １ 万 口 当 り 分 配 可 能 額 ） (        844.25) (        849.21) (        852.93) (        857.67) (        861.76) (        866.02)

収 益 分 配 金 2,368,920,164　 2,341,490,775　 2,329,949,962　 2,291,630,283　 2,291,245,053　 2,249,783,506　

（ １ 万 口 当 り 収 益 分 配 金 ） (            40) (            40) (            40) (            40) (            40) (            40)

＜分配金の計算過程＞

信託約款に基づき計算した収益分配可能額及び収益分配金の計算過程は以下のとおりです。

分配金のお知らせ

決　　算　　期 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

１万口当り分配金 （税込み） 40円 40円 40円 40円 40円 40円

■分配金のお支払いについて

　分配金のお支払いは各決算日から起算して５営業日までに開始いたします。

■課税上のお取扱いについて

　・ 分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」

に分かれます。分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合

は、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金となります。

　・ 元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、

その後の個々の受益者の個別元本となります。

　・ 普通分配金は20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税５％）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。なお、確定申告を行い、

申告分離課税または総合課税を選択することもできます。

※法人の受益者の場合、税率が異なります。

※外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。

※税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。

※課税上のお取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

※各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しております。

該当事項はございません。

お知らせ
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参考情報

■投資対象とする投資信託証券の概要
フ ァ ン ド 名 Japan Equity Premium Fund Class A

基 本 的 性 格 ケイマン籍／外国投資信託受益証券／円建て

運 用 目 的

主に日本の金融商品取引所に上場する株式（ＲＥＩＴやＥＴＦ等に投資する場合があります。）に投資します。
また、スワップ取引を通じて、実質的に高金利通貨の買いと円の売りの為替取引ならびに日本の株価指数のコー
ルオプションの売りと円に対する高金利通貨のコールオプションの売りを行うことで、高水準のインカムゲイン
の確保と中長期的な信託財産の成長を目指します。

主要投資対象
日本の株式を主要投資対象とします。また、スワップ取引を通じて、為替取引、株価指数オプション取引ならび
に通貨オプション取引を活用します。

投 資 方 針

１． 主として日本の株式に投資しつつ、為替取引および株価指数と通貨のカバードコール戦略を組み合わせるこ
とで、高水準のインカムゲインの確保と中長期的な信託財産の成長を目指します。

　＜日本株投資戦略＞
　　・ 株式への投資に当たっては、財務の安定性、収益の成長性などの個々の企業のファンダメンタルズ、配当

利回りその他のバリュエーション等を考慮して投資魅力のある銘柄を中心に投資します。
　　・ 株式の運用は、三井住友DSアセットマネジメント株式会社が行います。
　＜高金利通貨戦略＞
　　・ 高金利の通貨の買いと円の売りの為替取引を行います。
　　・ 取引対象通貨は、ブラジルレアルとします。
　＜株式カバードコール戦略＞
　　・ 株式カバードコール戦略は、日本の株価指数にかかるコールオプションの売りを行うことでオプションプ

レミアムの確保を目指す戦略です。
　　・ 株式カバードコール戦略は、原則としてファンドの純資産総額の50％程度のコールオプションの売りを行います。
　＜通貨カバードコール戦略＞
　　・ 通貨カバードコール戦略は、円に対する高金利通貨（ブラジルレアル）のコールオプションの売りを行う

ことでオプションプレミアムの確保を目指す戦略です。
　　・ 通貨カバードコール戦略は、原則としてファンドの純資産総額の50％程度のコールオプションの売りを行います。
　※ カバードコール戦略では、原則として、権利行使が満期日のみに限定されているオプションを利用すること

を基本とします。
　※ 高金利通貨戦略および株式・通貨のカバードコール戦略については、クレディ・スイス・インターナショナ

ルを相手方とするスワップ取引を通じて当該戦略を行った場合の投資成果を享受します。
２．資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

主な投資制限

・株式への投資割合には、制限を設けません。
・同一銘柄の株式への投資割合は、原則として信託財産の純資産総額の10％以内とします。
・同一セクターへの投資割合は、原則として取得時において信託財産の純資産総額の50％以内とします。
・デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。

収 益 の 分 配 原則毎月行います。

申 込 手 数 料 ありません。

管 理 報 酬 
そ の 他 費 用

管理報酬等：年0.795％程度
上記の他、信託財産にかかる租税、信託事務に関する費用、組入有価証券等の売買時等にかかる費用、受託会社
の費用（年10,000米ドル）、管理事務費用、名義書換事務代行費用、信託財産の処理に関する費用、組入有価証券
等の保管に関する費用等はファンドの信託財産から負担されます。
※ 上記の管理報酬等には、管理事務代行会社への報酬が含まれており、その報酬には下限金額（約40,000米ドル）
が設定されています。

※ 上記の報酬等は将来変更される場合があります。

管 理 会 社 クレディ・スイス・マネジメント（ケイマン）リミテッド

※上記の内容は、今後変更になる場合があります。
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貸借対照表　2018年11月30日現在

2018年11月30日 2017年11月30日

（単位：日本円） （単位：日本円）

資産

金融資産（公正価値） 127,801,445,140 183,872,016,452 

現金及び現金同等物 17,917,877,944 16,316,743,802 

差入証拠金 11,143,883,592 16,070,227,524 

前払費用 － 67,887 

未収入金：

有価証券売却分 2,573,880,583 7,882,962,465 

配当金 965,385,037 1,178,698,148 

受益証券発行分 187,878,557 2,362,609,673 

資産　計 160,590,350,853 227,683,325,951 

負債

金融負債（公正価値） 2,592,255,493 864,497,157 

当座借越 3,454,534 3,168,235 

未払金：

受益証券償還分 4,449,187,602 5,030,744,521 

有価証券購入分 2,237,750,295 7,511,458,325 

投資顧問報酬 150,570,822 96,764,998 

仲介手数料 54,753,038 176,335,378 

カストディーフィー 8,892,652 16,470,994 

専門家報酬 7,740,094 5,746,435 

管理費用 6,515,395 14,325,130 

名義書換代理人報酬 759,477 4,137,927 

受託者報酬 25,444 －

負債　計 9,511,904,846 13,723,649,100 

資本（受益者に帰属する純資産）

元本 410,440,872,994 377,914,445,980 

繰越欠損金 (259,362,426,987) (163,954,769,129)

資本　計 151,078,446,007 213,959,676,851 

負債及び資本　計 160,590,350,853 227,683,325,951 

■投資対象とする投資信託証券の資産の状況

当ファンドの運用報告書作成時点において、入手可能な直前計算期間のJapan Equity Premium Fund（For Qualified 

Institutional Investors Only）の情報を委託会社が抜粋・翻訳したものを記載しております。
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2018年11月30日に終了した年度

包括利益計算書　

2018年11月30日 2017年11月30日

（単位：日本円） （単位：日本円）

収益

受取配当金 4,169,161,150 4,579,954,585 

金融資産及び金融負債にかかる実現（損）益 (1,287,740,839) 34,327,551,292 

外国為替取引にかかる実現益 202,021 1,061,275 

金融資産及び金融負債にかかる未実現（損）益の変動額 (39,423,470,290) 20,092,337,606 

（損）益　計 (36,541,847,958) 59,000,904,758 

費用

投資顧問報酬 1,057,414,374 1,160,410,818 

仲介手数料 384,514,338 421,967,565 

取引費用 237,346,080 72,691,793 

管理費用 57,677,150 63,292,820 

カストディーフィー 52,493,454 65,782,606 

支払利息 38,974,105 38,132,569 

名義書換代理人報酬 19,225,707 21,098,386 

専門家報酬 1,993,659 1,961,964 

受託者報酬 1,141,251 1,083,766 

登録費用 99,609 40,541 

費用　計 1,850,879,727 1,846,462,828 

運用に伴う（損）益 (38,392,727,685) 57,154,441,930 

源泉税 (638,507,028) (701,420,057)

包括（損）益　計（運用による受益者に帰属する純資産の増（減）） (39,031,234,713) 56,453,021,873 

【組入上位銘柄】
銘柄名 業種名 比率

1 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 5.5％
2 トヨタ自動車 輸送用機器 4.6％
3 日本電信電話 情報・通信業 3.3％
4 オリックス その他金融業 2.4％
5 大塚ホールディングス 医薬品 2.4％
6 東京海上ホールディングス 保険業 2.3％
7 ソニー 電気機器 2.2％
8 三菱商事 卸売業 2.0％
9 本田技研工業 輸送用機器 2.0％
10 トレンドマイクロ 情報・通信業 1.7％

  （組入銘柄数　142銘柄）

※ 組入上位銘柄は2018年11月末基準のデータに基づき作成しております。
※ Japan Equity Premium Fundにおいて保有する現物株式の時価総額に対する比率です。
※ 業種名は東証33業種分類です。
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マネー・マネジメント・マザーファンド
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マネー・マネジメント・マザーファンド
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マネー・マネジメント・マザーファンド
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マネー・マネジメント・マザーファンド
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